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●健康長寿実現のために必要なフレイル

概念

わが国は、国民が健康な生活と長寿を享受でき

る健康長寿社会の実現が急務となっており、さら

に高齢者の経済活動・地域活動への積極的な参画

を促すことによって、高齢者も「社会の支え手」

となれる新しい社会システムを追い求める必要が

ある。人生100年時代とも言われる中で、健康寿

命の延伸は国家戦略の中核であり、フレイル（虚

弱）をいかに喰い留めるのかが鍵になる。このフ

レイル概念は従来の健康増進～介護予防の流れに

も新しい風を入れようとしている。フレイルには

多面性があり、身体的な要素（変形性

膝関節症を代表とするロコモティブ

シンドローム等）だけではなく、精神

心理的なメンタル面や社会的な要素

（孤立、孤食、独居、経済的困窮等）

もあり、これらが様々な負の連鎖を起

こし、自立度の低下を促進していく。

そこに大きく関わる要因が筋肉減

弱（サルコペニア）である。とにかく

骨格筋は低栄養などのリスクで急速

に進むだけではなく、廃用（すなわち

生活不活発）においても短期間で加速

してしまう。一般的に、自然の加齢変

化で、中年層以降は１年間に筋肉は１％ずつ減っ

ていくとされているが、入院期間中では１日間で

筋肉は0.5～１％ずつ減っていくとも言われ、さ

らには、高齢期での２週間の寝たきり生活は、実

に７年間で失う筋肉をこの短期間で失ってしまう

とも言われている。このフレイル化をより早期か

ら予防するためには、健康増進に向けた従来のア

プローチ（十分な蛋白質摂取と適切な運動習慣）

は当然であるが、介護予防の取り組みを進めてき

た我が国においては、それだけでは限界があり、

そこに人とのつながりも含めた社会性・社会参加

が個々人に大きく問われる。

特　集 災害と感染症

□ 新型コロナウイルス感染症による高齢者の

生活不活発を基盤とするフレイル化・健康二次被害
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●新型コロナウイルス感染症が高齢化し

た地域社会に何をもたらしたのか

2020年、新型コロナウイルス感染症の世界的な

流行の中で、日本においては、緊急事態の宣言が

解除されたものの、同年の初夏からは第二波への

対応も行ってきている。しかし、私たちの日常の

生活は簡単には元に戻ることはできそうもない。

ワクチンや治療薬が開発され落ち着くのにあと１

年半から２年はかかり、場合によればそのように

うまくいかないかもしれないということが報道さ

れている中で、新型コロナウイルス流行後の世界

（いわるるアフターコロナ社会）は様々な面で変

わっていくであろう。

具体的には、現在、「三密状態を避ける」「ソー

シャルディスタンスを保つ」といった「新しい生

活様式」が長期間求められるという大変化が起

こっている。一方、人と人が対面してお互いの息

遣いを感じながら人格的な交わりを深める、ある

いは人々がいわば膝を接するようにして語り合う

といったことは、人間社会の基本的なあり方であ

り、それが損なわれるような社会が定着するなど

ということはあり得ないことである。

●新型コロナウイルス感染症に

より地域在住高齢者に何が起

きたのか

筆者が率いる東京大学高齢社会総合

研究機構内のフレイル予防研究チーム

は、地域の元気シニアの方々をフレイ

ルサポーターとして養成し、「高齢住

民主体のフレイルチェック活動を軸と

した健康長寿まちづくり」を全国の自

治体に向けて推進している。この取り

組みは、我々が実施している大規模高

齢者縦断追跡調査（コホート研究）か

らのエビデンスを基に、食 / 栄養、口

腔機能、運動を含めた身体活動、社会性（社会参

加と人とのつながり）などの多分野を包含してい

る。地域の通いの場や集いの場などにおいて、高

齢住民だけでワイワイとした雰囲気の中で、フレ

イルサポーターにより多面的な視点でチェックを

行い、一緒に気づき、自分事化をしていくことを

狙ったものである。現在、全国で66自治体に導入

して頂き、さらに展開中である。

上記の導入自治体において、大半が今回の

COVID-19問題により、地域活動が止まってし

まっている。しかし、その中でも調査研究に協力

して下さっている自治体が幾つも存在し、下記の

最新情報が集約され、「COVID-19により地域在

住高齢者に何が起きたのか」が見えてきた。単な

る感染リスクだけではなく、高齢者への自粛生活

長期化による健康二次被害（フレイル化およびフ

レイル状態の悪化）が明確なエビデンスとして見

えてきたのである。すなわち、過剰な恐怖を背景

とした自粛生活長期化により、顕著な生活不活発

および食生活の乱れ、さらには人とのつながりの

断絶が見られた。

我々の高齢住民主体のフレイルチェック活動を

導入しているある自治体では、40％強の高齢者に

外出頻度の著明低下が認められ、なかでも14％の

方が週１回未満の外出頻度（＝閉じこもり傾向）
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まで低下していた。さらに、外出頻度だけではな

く、「バランスの良い食事ができていない」、「買

い物に行けず食材が手に入らない」、「献

立を考えるのが面倒になった」、「食事も

疎かになり簡単に済ませる」等の悪影響

も認められた。

別の導入自治体において、一早く今年

の７月からフレイルチェック活動を（３

密に配慮しながら）再開してくれた自

治体が存在する（図４）。このフレイル

チェックには質問票だけではなく、フレ

イルサポーターが様々な身体機能の実測

も行ってくれている。新型コロナ感染症

流行の前後比較での実測値の変化では、

握力の低下、ふくらはぎ周囲長の低下、

筋肉量の減少（特に体幹部は約８％減

少）、滑舌の低下などが認められた。81

歳女性の実例も掲載する。

３つ目の自治体からは、筋肉量を反映

するとされる「ふくらはぎの太さ」、お

よび筋肉を使ったパフォーマンスの一

つである「歩行速度」の２つに関して、

COVID-19流行の前後比較をしてみた。

コロナ禍における活動自粛生活により

筋肉減弱（サルコペニア）が進行してき

ていることが分かってきた。「指輪っか

テストという簡易評価法にて下腿の筋

肉量が低下したと感じている高齢者は

24.3％存在していた。この下腿周囲が細

くなったと感じる方々は、身体活動量の

低下した人で2.8倍多く、人と会う機会

やつながりの低下した人で3.4倍、口腔

機能の低下を訴える人で5.2倍多いこと

が判明した。さらに、「コロナ問題の前

と比較して、歩行速度が低下したと感じ

ている者は27.3％存在した。この歩行速

度低下の者は、身体活動量の低下した人

では3.4倍多く、人と会う機会やつなが

りの低下した人では9.5倍、さらに、口腔機能の

低下を訴える人で3.7倍多いことが分かってきた。
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●ウィズコロナ・アフターコロナ　社会

を見据えた新たな地域像とは

新型コロナウイルス感染症（COVID- 19）によ

る高齢者の生活不活発を基盤とするフレイル化、

すなわち健康二次被害が現場のデータとともに見

えてきた。

たしかに高齢者においてはコロナ感染により重

症化しやすいとも言われ、積極的にメディア報道

を通して全国の国民に周知されてきた事実がる。

しかし、あまりにも感染を恐れるばかりに、相対

的に生活内容が極度の低活動・不活発に陥り、知

らず知らずのうちにサルコペニアの進行を基盤と

したフレイル状態の悪化が起こり、移動能力の低

下だけではなく、認知機能の低下、次なる感染症

への免疫力の低下、糖尿病管理の悪化など、様々

な負の連鎖が起こってしまうのではないかと危惧

される。

フレイル予防・対策のためには、新型コロナ問

題の有無にかかわらず、「栄養（職と口腔機能）、

身体活動（運動や社会活動等）、社会参加（人と

のつながりが特に重要）」の３つの柱をいかに三

位一体として底上げし、日常生活の中に継続的に

盛り込めるのかが鍵になる。そこには、①高齢者

個々人へどのような情報を届け、改めて意識変容・

行動変容してもらうか、そして②全ての住民活動

が止まってしまっている地域コミュニティをどの

ように前向きに再構築していくのか、この２つの

視点が重要になる。

あえてここで強調したいのは、自治体における

止まっている地域活動を単にいつ再開させるの

かという考え方ではなく、「ウィズコロナ・アフ

ターコロナ社会を見据えた新たな地域像をどう構

築するのか」という視点で考えるべきである。今

後、全国の高齢者の方々には、この感染症を「正

しく恐れる、賢く恐れる」ことを促しながら、情

報の報道も考え、悪影響が出ている心身機能と日

常生活内容を早々に改善すべきである。すなわ

ち、感染の予防を強調するだけではなく、それ以

上に、生活不活発および人とのつながりも含めた

社会性の低下に関する予防の重要性もしっかりと

訴えかけるべきである。また、自宅生活のさらな

る充実化も必要である。単に外出するかしないか

の問題ではなく、日常生活の大半の時間を過ごす

自宅の生活内容においても、足元に転がってい

るヒントを拾い上げ、創意工夫をすることによ

り、いかにワンランクアップした生活内容に向

かうことができるのかを是非とも伝えたい。（以

下、参照されたい：東京大学高齢社会総合研究

機構作成「おうちえ」トップ HP HTTP://WWW.

IOG.U-TOKYO.AC.JP/ もしくは http://www.iog.

u-tokyo.ac.jp/?p=4844）

●国家戦略として３つの「守る」

そこで、ウィズコロナ・アフターコロナ社会を

見据えて、我が国日本がどのように大きく変容で

きるのかが大きな鍵になる。そこで、【国家戦略

として３つの「守る」（①感染、②経済、③健康

/ 健全な地域社会）】を実現すべきであることを

改めて強調したい。

その中で、個人および地域への New Normal の

構築へチャレンジしたい。

個々の地域住民に対して、改めてどのような情

報を届けるべきなのか。
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【１】＜感染拡大＞を守る

 非高齢者世代への感染拡大防止に対するリテラ

シー向上

 高齢者に向けて：「正しく賢く恐れて、生活に

反映する」

 そのためのメディア報道・情報提供

【２】＜経済＞を守る

 ガイドライン遵守の徹底

 若者・現役世代へのモラル徹底

【３】＜健康・健全な地域社会＞を守る

まずは、３つの予防（感染予防、生活不活発の

予防、人とのつながり低下への予防）の情報周知

の徹底 （特にメディア）すべきであろう。早期か

らのフレイル予防による健康長寿実現のために前

述の３つの柱は重要である。さらに、３密に配慮

しながらの従来の地域活動の再開と地域の絆を戻

していかなければならないことは言うまでもない

が、さらに下記のメッセージを強調したい。

住民（特に高齢者）の変革と地域の変革のた

めに「ハイブリッド型の地域コミュニティ」を

目指して行くべきである。オンサイト（現場）

で従来の通いの場や集いの場を上手く配慮しな

がら実現させていく、そこにオンライン技術を

上手く溶け込ませ、地域支援ＩＣＴプラット

フォームを創造していくべきである。すなわち、

感染対策に直結する新しい生活様式も当然重要

であるが、それに加えて、人とのつながり方や

集い方の新しい形を IT 技術の駆使により模索

し、「身体は離れていても心が近づくことが出来

る地域社会」を構築したい。そこには趣味や価値

観を共通項として物理的な距離が大きく離れてい

る者同士（特に若い世代だけではなく高齢者も）

で気軽に集えるように、さらには、従来の地域コ

ミュニティ（特に日常生活圏域）において忘れか

けられている「絆」を戻すことが出来るようにし

たい。

現在、2020年の８月下旬の段階で、久野譜也教

授（筑波大）・近藤克則教授（千葉大）・飯島勝矢（東

大）の３名の連名による政府への政策提言が出さ

れている。「WITH コロナによる健康二次被害を

社会参加やスポーツで予防し国民を“健幸”にす

るための緊急提言」という内容になっており、右

図に示すような内容を提出している。

この COVID-19問題のピンチをどうチャンスに

変えることが出来るのか。この課題は、アフター

コロナ時代において、人の QOL のあり方はどう

変わっていくべきかを意味している。さらには、

真の人間中心社会に向けて、Society 5.0時代の技

術が進化し、さらに普及し、「我々の忘れてはな

らない原点」と「次世代の新しい地域コミュニティ

像（人のための新たなデジタル社会）」の両方を

実現しながら、人と人との心を近づけ（いわゆる

絆）、豊かな社会にむけた新たな価値を全世代に

創造してくれることを信じてやまない。
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